
 

 
 

平成 19 年度高齢者虐待防止法に基づく調査結果の公表 
平成20年 10月 6日 

 

(要 約)  

 厚生労働省が全国市町村を対象に行った平成19年度高齢者虐待防止法に基づく調

査の結果、県内の市町が相談・通報を受けた総件数は719件で、この内、市町が事実

確認により虐待を受けた又は受けたと思われると判断した件数は456件あった。前回

調査に比べ、38件の減となっている。 

 

虐待に係る相談等の件数                    [単位：件] 

 年        度 ⑲ ⑱ 

相談・通報対応総件数 ７１９ ７５６

養介護施設従事者等による虐待に関するもの １１ ７

 事実確認により虐待と判断したもの １ １

養護者による虐待に関するもの ７０８ ７３３

 
事実確認により虐待を受けた又は受けたと思われたと判断

したもの 
４５５ ４９３

 

 

内 

 

訳 

その他・詳細不明 ０ １６

 (注)１人が複数を、複数が１人を、複数が複数を虐待している事例は１件でカウント 

 

(概 要) 

１ 養介護施設従事者等による虐待について 

相談・通報件数は 11 件で、事実確認により虐待と判断した事例は 1件であった。 

(１)相談・通報者数 

 本人２、家族・親族３、当該施設等職員５、不明(匿名含む)１ 計 11 件 

(２)被虐待者の状況等 

報 告 事 項 内  容 

被虐待者の状況 80 代女性、要介護度５ 

虐待の類型 身体的虐待 

虐待のあった施設・事業所の種別類型 介護療養型医療施設 

虐待を行った養介護施設従事者の職種 介護職員 

虐待に対する対応 介護保険法に基づく実地指導(文書指摘) 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

２ 養護者による虐待について 

 (１)相談・通報者数 

相談・通報件数は 708 件で、前回調査に比べ 25 件減少した。 

                         [単位：件] 

相談・通報者区分 ⑲ ⑱ 

介護支援専門員・介護保険事業所職員 ２５９ ２５２

近隣住民・知人 ４５ ５４

民生委員 ７３ １１５

被虐待者本人 １０６ ７９

家族・親族 ８７ ７０

虐待者自身 １０ １４

当該市町村行政職員 ７６ ４８

警察 ８３ ９１

その他 ６２ ６９

不明(匿名を含む) ４ ４

合  計 ８０５ ７９６

 (注)相談・通報者には重複があるため、相談・通報件数と一致しない。 

 

相談・通報件数 708 件のうち、93.1％にあたる 659 件で訪問調査等の方法で事実確認

が行われ、市町が虐待を受けた又は受けたと思われると判断した事例(虐待判断事例)は

455 件あった。虐待判断事例 455 件についての内容は次のとおり。 

  

(２)虐待の種別・類型 

                               [単位：件数、(％)] 

虐待の種別・類型 ⑲ ⑱ 
身体的虐待(暴力行為などで身体にあざ、痛みを与える行為等) ２９４ (44.1) ３２３ (43.0)
介護・世話の放棄、放任(介護や生活の世話の放棄等による高齢者

の生活環境や高齢者自身の身体・精神的状態を悪化させること) 
１３８ (20.7) １２１ (16.1)

心理的虐待(脅しや侮辱などの言語や威圧的な態度、無視、嫌がら

せ等) 
１４５ (21.8) １８７ (24.9)

性的虐待(本人との間で合意がなされていない、あらゆる形態の性

的な行為またはその強要) 
０  (0.0) ２  (0.3)

経済的虐待(本人の合意なしに財産や金銭を使用すること等) ８９ (13.4) １１８ (15.7)

合  計 ６６６(100.0) ７５１(100.0)

(注) 虐待の種別・類型には重複がある。 

 

(３)被虐待者の状況 

ア 性別                   [単位：人、(％)] 

被虐待者性別 ⑲ ⑱ 

男性 １０７ (22.5) １４０ (27.7)

女性 ３６８ (77.5) ３６４ (71.9)

不明 ０  (0.0) ２  (0.4)

合  計 ４７５(100.0) ５０６(100.0)

(注)1 事例で複数が虐待を受けた場合がある。 



 

 

 

 

 

 

イ 年齢                   [単位：人、(％)] 

被虐待者年齢 ⑲ ⑱ 

６５～６９歳 ５７ (12.0) ５７ (11.3)

７０～７４歳 ９８ (20.6)

７５～７９歳 ９１ (19.2)
１９６ (38.7)

８０～８４歳 １０１ (21.3)

８５～８９歳 ７９ (16.6)
１９７ (38.9)

９０歳以上 ４４  (9.3) ４１  (8.1)

不明 ５  (1.1) １５  (3.0)

合  計 ４７５(100.0) ５０６(100.0)

(注)1 事例で複数が虐待を受けた場合がある。 

 

(４)虐待者の続柄 

 被虐待者からみた虐待者の続柄は、｢息子｣が 41.8％と最も多く、次いで｢娘｣15.6％、｢夫｣

12.9％の順であった。 

               [単位：人、(％)] 

被虐待者から見た虐待者の続柄 ⑲ ⑱ 

夫 ６８ (12.9) ７１ (12.6)

妻 ２２  (4.2) １８  (3.2)

息子 ２２０ (41.8) ２２９ (40.7)

娘 ８２ (15.6) ８１ (14.4)

息子の配偶者(嫁) ６６ (12.6) ６６ (11.7)

娘の配偶者(婿) ６  (1.1) １３  (2.3)

兄弟姉妹 １２  (2.3) １３  (2.3)

孫 ３６  (6.8) ３５  (6.2)

その他 １３  (2.5) ２８  (5.0)

不明 １  (0.2) ９  (1.6)

合  計 ５２６(100.0) ５６３(100.0)

 

３ 養護者による虐待への対応 

  平成 19 年度中の虐待事例への対応は次のとおりであった。 

  ｢被虐待高齢者の保護と虐待者からの分離を行った事例｣が、33.7％と、約３分の１の事

例で分離が行われていた。一方、｢被虐待高齢者と虐待者を分離してない事例｣は、63.3％

と６割を超える結果となった。 

  分離を行った事例の内訳としては、｢契約による介護保険サービスの利用｣が 40.5％と最

も多く、次いで、｢緊急一時保護｣14.4％、｢やむを得ない事由等による措置｣13.9％の順で

あった。 

  分離していない事例の内訳としては、｢養護者に対する助言・指導｣が 38.3％と最も多く、

次いで、｢見守りのみ｣27.5％、｢被虐待者に対するケアプランが見直された上でサービス継

続利用｣25.0％の順であった。 

 

 



 

 

 

 

 

 

      [単位：件数、(％)]       

区分 ⑲ ⑱ 

分離を行った事例 １７３(33.7) １７７(35.9)
契約による介護保険サービスの利用 ７０(40.5) ８０(45.2)
やむを得ない事由等による措置 ２４(13.9) ２５(14.2)
 うち面会制限を行った事例 ６ ７
緊急一時保護 ２５(14.4) １９(10.7)
医療機関への一時入院 ２３(13.3) ２２(12.4)

 

 

内

訳 

その他 ３１(17.9) ３１(17.5)
分離を行っていない事例 ３２４(63.3) ２９６(60.0)
養護者に対する助言・指導 １２４(38.3) １１１(37.5)
養護者自身が介護負担軽減のためのサービスを利用 １０ (3.1) ２８ (9.5)
被虐待者自身が介護保険サービスを新たに利用 ５２(16.0) ２５ (8.4)
被虐待者に対するｹｱﾌﾟﾗﾝが見直された上でｻｰﾋﾞｽ継続利用 ８１(25.0) ７５(25.3)
被虐待者が介護保険サービス以外のサービスを利用 １８ (5.6) ２６ (8.8)
その他 ４７(14.5) ６０(20.3)

内

訳 

 

※

重

複

あ

り 見守りのみ ８９(27.5) ６８(23.0)

対応について検討・調整中 １７ (3.3) ２０ (4.1)

合  計 ５１４ (100) ４９３ (100)

(注)19 年度分は 18 年度中に発生した虐待事例への対応も含まれる。 

(注)虐待の同一事例で、分離と非分離の対応を同時に行った場合は双方にカウント 

 

４ 市町村における高齢者虐待防止対応のための体制整備(実施市町数) 

 高齢者虐待防止法が契機となり、市町における体制整備及び取組みが促進されている。 

対 応 内 容 ⑲( /41) ⑱( /42) 

高齢者虐待の対応の窓口となる部局の設置 ４１  ４１

高齢者虐待の対応の窓口となる部局の住民への周知 ４１  ２７

独自の高齢者虐待対応マニュアル、業務指針、対応フロー図等の

作成 
 ２１  １２

地域包括支援センター等の関係者への高齢者虐待に関する研修  ２４  ２１

高齢者虐待について、講演会や市町村広報紙等による住民への啓

発活動 
 ３０  １７

居宅介護サービス事業者に法について周知  ３３  ２５

介護保険施設に法について周知  ２４  ２５

民生委員、住民、社会福祉協議会等からなる｢早期発見・見守り

ネットワーク｣の構築への取組 
 ２６  ２１

介護保険サービス事業者からなる｢保健医療福祉ネットワーク｣

の構築への取組 
 １９  １２

行政機関、法律関係者、医療機関等からなる｢関係専門機関介入

支援ネットワーク｣の構築への取組 
 １５  １２

成年後見制度の市町村長申立が円滑にできるように役所・役場内

の体制強化 
 ３３  ２８

法に定める警察署長に対する援助要請等に関する警察署担当者

との協議 
 ２５  ２３

老人福祉法の規定による措置を採るために必要な居室確保のた

めの関係機関との調整 
 ２８  ２６

 


